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時
間
労
働
者
に
対
す
る
被
用
者
保
険
の

適
用
拡
大（
の
満
年
度
化
）な
ど
に
伴
い
、

2
0
1
7
年
度
の
健
保
組
合
の
被
保
険
者
数
は

1
6
4
3
万
人（
2
・
29
％
、36
万
9
千
人
増
）、

保
険
料
収
入
は
7
兆
9
3
0
8
億
円（
3
・
00
％
、

2
3
1
1
億
円
増
）と
な
っ
て
い
る
。平
均
標

準
報
酬
月
額
も
36
万
8
5
8
8
円（
0
・
18
％
、

6
5
1
円
増
）と
わ
ず
か
な
が
ら
も
増
加
し
た

が
、平
均
標
準
賞
与
額
は
1
0
6
万
6
5
3
2

円
で
0
・
11
％
、1
1
3
4
円
の
減
少
と
な
っ
て

お
り
、他
方
、法
定
給
付
費
は
1
4
2
2
億
円

（
3
・
58
％
）増
の
4
兆
1
1
9
3
億
円
と
見
込

ま
れ
て
い
る
。

　

こ
の
適
用
拡
大
は
、労
働
者
間
の
連
帯
、短
時

間
労
働
者
の
老
後
生
活
不
安
の
緩
和
と
い
う

面
で
プ
ラ
ス
と
評
価
さ
れ
、ま
た
、国
保
へ
の
国

庫
負
担
の
縮
減
な
ど
国
の
財
政
負
担
の
軽
減

と
い
う
効
果
を
も
た
ら
し
た
が
、健
保
組
合
で

は
相
対
的
に
年
報
酬
総
額
が
低
い
層
の
増
加

に
よ
る
保
険
財
政
へ
の
影
響
を
懸
念
す
る
。

　

健
保
組
合
の
平
均
保
険
料
率
は
9
・

1
6
8
％
で
、前
年
度
の
9
・
1
0
0
％
か
ら

0
・
0
6
8
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
、協
会
け
ん
ぽ

の
平
均
保
険
料
率
10
％
を
超
え
る
健
保
組
合

は
3
1
6
組
合（
13
組
合
増
）と
全
健
保
組
合

の
約
4
分
の
1
を
占
め
る
ま
で
に
な
っ
た
。赤

字
組
合
は
全
組
合
の
7
割
を
超
え
た
。赤
字
を

出
さ
ず
に
収
支
均
衡
と
す
る
た
め
の
実
質
保

険
料
率
は
9
・
6
9
1
％
で
、10
・
00
％
以
上
の

健
保
組
合
は
4
9
7
組
合
と
全
組
合
の
36
％

を
超
え
て
お
り
、協
会
け
ん
ぽ
の
収
支
均
衡
料

率
9
・
72
％
以
上
の
組
合
は
6
1
9
組
合
と
5

割
近
く
ま
で
き
た
。

　

と
く
に
健
保
組
合
の
財
政
を
圧
迫
す
る
の

は
、後
期
高
齢
者
支
援
金
と
前
期
高
齢
者
納
付

金
の
拠
出
の
重
さ
で
あ
る
。支
援
金
の
算
定
に

お
け
る
総
報
酬
割
の
全
面
導
入
、納
付
金
の
精

算
分
が
追
徴
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、17

年
度
の
こ
れ
ら
拠
出
金
は
16
年
度
と
比
べ
7
・

23
％
と
大
幅
に
増
加
し
、保
険
料
収
入
に
対
す

る
割
合
は
平
均
44
・
54
％
の
重
い
負
担
と
な
っ

て
健
保
組
合
は
一
層
厳
し
い
運
営
を
強
い
ら

れ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。

　

こ
う
し
た
難
局
に
適
切
に
対
応
す
る
た
め

に
は
、健
保
組
合
自
ら
が
特
定
健
診
・
特
定
保

健
指
導
、デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
の
展
開
な
ど
加
入
者

の
健
康
管
理
対
策
の
強
化
、レ
セ
プ
ト
点
検
な

ど
給
付
費
管
理
の
効
率
的
実
施
な
ど
、存
立
の

理
由
で
あ
る「
保
険
者
と
し
て
果
た
す
べ
き
機

能
」を
適
切
に
発
揮
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る

の
で
あ
り
、ま
ず
は
こ
の
保
険
者
で
あ
る
こ
と

の
原
点
に
立
ち
戻
っ
た
着
実
な
努
力
を
引
き

続
き
重
ね
て
い
き
た
い
。

　

そ
の
上
で
、被
用
者
保
険
の
被
保
険
者
間
の

公
平
と
連
帯
、社
会
保
険
料
負
担
の
限
界
、そ
し

て
国
民
皆
保
険
体
制
の
持
続
性
の
確
保
と
い

う
基
本
的
な
視
点
が
必
要
で
あ
り
、健
保
連
を

中
心
に
政
策
的
検
討
を
重
ね
て
い
き
た
い
。協

会
け
ん
ぽ
の
保
険
料
率
を
上
回
る
健
保
組
合

に
対
す
る
給
付
費
へ
の
定
率
国
庫
負
担
の
導
入
、

前
期
高
齢
者
医
療
費
へ
の
公
費
投
入
、実
質
保

険
料
率
に
対
す
る
拠
出
金
負
担
の
割
合
の
上

限
設
定
な
ど
の
新
た
な
制
度
が
実
現
さ
れ
る

よ
う
消
費
税
収
の
確
保
な
ど
も
含
め
、長
期
的

視
点
に
立
っ
た
政
策
的
取
り
組
み
を
国
に
対

し
て
求
め
て
い
き
た
い
。

短

健
保
組
合
2
0
1
7
年
度

予
算
か
ら
見
た
課
題
と
方
向
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